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1―― はじめに 

  

新型コロナ感染症は少子化にどういった影響を与えるのか。本稿では、ニッセイ基礎研究所が実施

した独自のWEBアンケート調査1を用いた、コロナ禍での家族計画の変化に関する３つの傾向につい

ての分析（一時的に妊娠を控える傾向、将来的に持ちたい子の数の減少、そして、結婚意欲の高まり）

のうち、2 つ目として、将来的に持ちたい子の数が減少した人の割合と要因、及び、特徴についての

分析結果を紹介する。 

 

2―― 新型コロナによって中期的に予想される出生数の減少は約 2% 

 

本調査では、一時的にコロナ禍で妊娠を控えたいと思った人は子を持つことを希望している人のう

ち約 2割程度と予想された2。一方、表 1の通り、40歳以下の回答者（2,603名）のうち、新型コロナ

拡大によって将来的に持ちたい子どもの数が減った人の割合は、約 3％であった。一方、新型コロナ

拡大によって将来的に持ちたい子の数が増えた人も約 2％いた。そのうち、新型コロナ流行前までは

子どもを持ちたいと思っていた、もしくは新型コロナ流行前までは、将来的に子どもを持ちたいと思

っていていたであろう人の間でみると3、新型コロナ拡大によって将来的に持ちたい子どもの数が減っ

 
1 「被用者の働き方と健康に関する調査」、2021年 2月-3月に、18歳-64歳の被用者を対象として行われたWEBアンケー

ト調査(n=5,808、うち 40歳以下の回答は 2,603件。)。調査方法や対象の詳細は、岩﨑敬子, 2021年 5月 31日, 「家族計

画の変化に見る、新型コロナの少子化への影響(1)－イントロダクション－」基礎研レター (https://www.nli-

research.co.jp/report/detail/id=67876?site=nli) を参照。 

2 岩﨑敬子, 2021年 5月 31日,「家族計画の変化に見る、新型コロナの少子化への影響(2)－一時的に妊娠を控える傾向につ

いて－」基礎研レター (https://www.nli-research.co.jp/report/detail/id=67884?site=nli)  

3 新型コロナ流行前の妊娠希望の有無は、本調査では聞いていない。そのため、下記の報告値を使って、コロナ禍の前まで

子どもを持ちたいと思っていた、もしくは、コロナ禍の前には将来的に子どもを持ちたいと思っていたと思われる人の割合
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た人の割合は約 4％で、将来的に持ちたい子の数が増えた人は約 2％であった。このことから、2020

年から 2021 年にかけては、一時的にコロナ禍で妊娠を控えたことによる出生数の大きな減少がある

ものの、将来的に持ちたい子の数の変化からみれば、中期的なネットでのコロナの影響による出生数

の減少は 2％程度と予想される。 

 

表 1. 新型コロナ感染症の拡大による、将来的に持ちたい子の数の変化（40歳以下、%） 

  全体 男性 男性 男性 女性 女性 女性 

  独身 既婚 既婚 独身 既婚 既婚 

   子無 子有  子無 子有 

全体のうち、減った人の割合 3.27  2.56  0.82  4.91  2.68  3.51  6.95  

将来子を持ちたいと思われる人のうち、 

減った人の割合 
4.48  3.28  1.22  8.63  3.23  7.31  14.48  

将来子を持ちたいと思われる人のうち、 

減った人の割合 ー 増えた人の割合 
1.95  2.02  -2.44  3.56  1.17  0.00  6.68  

 

また、将来子を持ちたいと思われる人のうち、持ちたい子が減った人の割合を、男女、婚姻状況、

子どもの有無別に見ると、男女共に、既婚で既に子がいる人が、特に、将来持ちたい子の数が減った

人の割合が大きいことが分かる。 

 

3―― 将来持ちたい子の数が減った最も大きな理由は「子育てへの経済的な不安」 

 

40歳以下の回答者で、将来的に持ちたい子どもの数が減った人の間で、その理由の分布を示したの

が表 2 である4。将来的に持ちたい子の数が減った理由として最も多く選択されたのが、「子育てへの

経済的な不安」で、新型コロナ拡大の影響で「将来的に持ちたい子の数が減った」と答えた人の 45％

が選択した。そして、次に多く選択されたのが「ワクチンの親子への影響の不安」で 32％であった。 

 

を推計した。未婚者について：第 15回出生動向調査より、未婚者のうちいずれ結婚する人の割合（男性 85.7%、女性

89.3%）×いずれ結婚する人のうち予定子ども数が 0人ではないひとの割合（男性 91％、女性 93％）。子のいない既婚者に

ついて：ベネッセ総合研究所の未妊レポート 2013（https://berd.benesse.jp/up_images/research/p1-16.pdf, 2021年 5月 21

日アクセス）より、子のいない既婚者のうちの子どもを持ちたい人の割合（男性 67.3、女性 56.9%）。子がいる既婚者につ

いて：株式会社ベビーカレンダーによる調査の経産婦のコロナ流行前の第 2子以降を希望する人の割合である 48%

（https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000079.000029931.html, 2021年 5月 21日アクセス）。 

4 本調査では、１つ目の質問として「新型コロナ感染症の拡大によって、あなたの家族計画（結婚・離婚・出産計画や将来

持ちたい子どもの数等）に変化はありましたか。」という質問で、「結婚したいと感じた」「離婚したいと感じた」「一時的に

コロナ禍では妊娠を控えたいと思った」「将来的に持ちたい子どもの数が減った」「将来的に持ちたい子どもの数が増えた」

「その他」「上記のような家族計画の変化はなかった」の選択肢から複数選択形式で選択頂いた後、２つ目の質問として

「上記のような家族計画の変化はなかった」以外を選択した人に対して、再度複数選択形式で、「その理由はなんですか」

と質問している。そのため、理由の分布については、１つ目の質問で複数の変化を選ばれている場合は、「将来的に持ちた

い子どもの数が減った」こと以外の理由も含まれている可能性がある点に、ご留意頂きたい。 

https://berd.benesse.jp/up_images/research/p1-16.pdf
https://prtimes.jp/main/html/rd/p/000000079.000029931.html
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また、男女別に見ると、女性は「ワクチンの親子への影響の不安」と「自分の人生について考えた」

人の割合が男性に比べて大きいという特徴がみられる。 

 

表 2. 将来的に持ちたい子どもの数が減った理由（40歳以下、%） 

  全体 男性 女性 

感染の親子への影響の不安 21.18 23.91 17.95 

ワクチンの親子への影響の不安 31.76 26.09 38.46 

子育てへの経済的な不安 44.71 47.83 41.03 

子育て環境の変化 29.41 26.09 33.33 

自分の人生について考えた 21.18 15.22 28.21 

 

4―― 将来的に持ちたい子の数が減少した人の特徴 

 

さらに、コロナ禍で将来的に持ちたい子の数が減った人の特徴を捉えるため、40歳以下の回答者を

対象として、将来的に持ちたい子の数が減ったと答えた場合に 1、それ以外の場合に 0 をとるダミー

変数を被説明変数とし、様々な属性を説明変数としたプロビットモデルの推計を行った。結果は表 3

の通りである。 

この結果から、年齢が若い男女、子どもが 2人以上いる男性、高収入の男女（年収 700万円以上の

男性、年収 1000万円以上の女性）、自分もしくは身近な人が新型コロナに感染した男性が、将来的に

持ちたい子を減らした傾向が見られる。また、家事育児負担の増加は、女性の将来持ちたい子の数を

減らす傾向が見られた。さらに、在宅勤務を行うようになったり、仕事量が減った男性は、将来持ち

たい子の数が減る傾向がみられた。 

経済的な不安は、一般的に収入が低い人の方が大きいと考えられるが、収入が高い人の方が将来的

に持ちたい子の数が減少している傾向が見られた。そこで、経済的な不安を理由として将来的に持ち

たい子の数が減った人の傾向が、収入によって異なるのかどうかを確認するため、追加の分析を行っ

た。ここでは、「将来的に持ちたい子の数が減った」を選択し、さらにその理由として「子育てへの経

済的な不安」を選択した場合に 1、それ以外の場合に 0 をとるダミー変数を被説明変数とし、個人年

収を説明変数としたプロビットモデルの推計を行った。結果は表 4の通りである。この結果から、経

済的な不安による将来的な子の減少に限った場合においても、収入が高い人の方がコロナ禍で将来的

に持ちたい子の数が減った傾向があることが分かる。 
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表 3. 将来的に持ちたい子の数が減った人の特徴（40歳以下） 

 (1) (2) (3) (4) (5) (6) 

サンプル： 全体 男性 女性 全体 男性 女性 

女性 0.148   0.138   

 (0.104)   (0.111)   

年齢 -0.033*** -0.041*** -0.0231* -0.028*** -0.0352** -0.0174 

 (0.00998) (0.0149) (0.0133) (0.0105) (0.0160) (0.0141) 

子どもの数（0 人） 参照 参照 参照 参照 参照 参照 

子どもの数（1 人） 0.258 0.417 0.273 0.276 0.464 0.212 

 (0.206) (0.358) (0.270) (0.220) (0.338) (0.300) 

子どもの数（2 人） 0.604*** 1.140*** 0.184 0.613*** 1.216*** 0.107 

 (0.204) (0.360) (0.287) (0.214) (0.349) (0.290) 

子どもの数（3 人） 0.192 0.758** -0.496 0.198 0.764** -0.522 

 (0.265) (0.359) (0.469) (0.292) (0.389) (0.558) 

年収（300 万円未満） 参照 参照 参照 参照 参照 参照 

年収（300-700 万円未満） 0.142 0.180 0.0979 -0.0114 -0.00122 -0.0667 

 (0.148) (0.222) (0.197) (0.156) (0.248) (0.204) 

年収（700-1000 万円未満） 0.586*** 0.768*** 0.174 0.190 0.305 -0.184 

 (0.198) (0.267) (0.363) (0.207) (0.295) (0.371) 

年収（1000 万円以上） 0.998*** 1.057*** 1.302*** 0.494** 0.583* 0.878*** 

 (0.202) (0.314) (0.263) (0.222) (0.345) (0.289) 

コロナ感染（自分） 1.200** 1.696*** 0.809+ 0.941** 1.121* 0.755+ 

 (0.489) (0.612) (0.524) (0.446) (0.598) (0.513) 

コロナ感染（身近な知人） 0.396 0.895** 0 0.163 0.677+ 0 

 (0.366) (0.397) (.) (0.373) (0.435) (.) 

在宅勤務状況（2020 も 2021 も無）    参照 参照 参照 

在宅勤務状況（2020 は無 2021 は有）    0.315* 0.593** 0.0270 

    (0.168) (0.235) (0.280) 

在宅勤務状況（2020 は有 2021 は無）    0.889*** 1.389*** 0.573 

    (0.317) (0.472) (0.521) 

在宅勤務状況（2020 も 2021 も有）    1.036*** 1.267*** 0.972*** 

    (0.129) (0.215) (0.196) 

過去 1 年で家事育児の負担増加    0.338+ 0.198 0.517* 

    (0.217) (0.352) (0.279) 

過去 1 年で世帯年収が増加    -0.0390 0 0.472 

    (0.300) (.) (0.338) 

過去 1 年で世帯年収が減少    0.0818 0.101 0.0843 

    (0.194) (0.285) (0.274) 

過去 1 年で仕事量が増加    -0.000759 -0.190 0.216 

    (0.229) (0.367) (0.294) 

過去 1 年で仕事量が減少    0.391* 0.717** 0.0790 

        (0.215) (0.284) (0.377) 

N 2603 1482 1103 2603 1435 1103 

注）被説明変数は、将来的に持ちたい子の数が減った場合 1、そうでない場合 0のダミー変数。Probit。()は頑健な標準誤

差。切片、健康状態、婚姻状況の係数は記載されていない。 

+p<0.15, *p<0.10, **p<0.05 *** p<0.01 
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表 4. 子育てへの経済的な不安で将来的に持ちたい子の数が減った人の特徴（40歳以下） 

 (1) (2) (3) (4) 

 サンプル： 全体 全体 男性 女性 

年収（300 万円未満） 参照 参照 参照 参照 

年収（300-700 万円未満） 0.329* 0.397** 0.264 0.529** 

 (0.184) (0.193) (0.306) (0.230) 

年収（700-1000 万円未満） 0.527** 0.522* 0.502 0.306 

 (0.249) (0.267) (0.385) (0.349) 

年収（1000 万円以上） 0.888*** 0.516* 0.702* 0.547 

 (0.269) (0.299) (0.402) (0.508) 

コントロール変数 無 有 有 有 

N 2603 2603 1358 1036 

 

5―― おわりに 

  

本調査から、40 歳以下で子を持ちたいと思っている人の約 2 割が一時的にコロナ禍では妊娠を控

えたいと思ったことから、2021年は一時的に出生数が大きく減少するものの、将来的に持ちたい子の

数の変化から見ると、中期的な出生数の減少は、2％程度と予想されることが分かった。 

新型コロナ拡大によって将来的に持ちたい子が減った理由として最も多く選択されたのは、「子育

てへの経済的な不安」で、次に多く選択されたのが「ワクチンの親子への影響の不安」であった。こ

れは、経済的な不安を小さくする支援や、ワクチンの妊娠出産への影響についての正しい情報が明ら

かにされていくことが、中期的なコロナの少子化への影響を小さくするための対策として重要なこと

を示唆する。また、経済的な不安によって持ちたい子の数が減少する傾向は、収入が高い人の方が強

い傾向もみられたことから、少子化対策としては、子育ての経済的な不安を小さくする支援は、年収

の多寡にかかわらず、重要と考えられる。 

さらに、将来的に持ちたい子の数が減少した人の男女別の特徴として、女性は家事育児の負担が大

きくなると、将来的に持ちたい子の数が減少するのに対して、男性は、子どもが 2人以上いたり、

仕事量が減ったり、在宅勤務をすると、将来的に持ちたい子の数が減少する傾向が見られた。こうし

た傾向がみられる理由については、今後さらに検証されていく必要がある。１つの可能性としては、

もともとの家事育児の男女の分担状況や役割概念の影響が考えられる。例えば、男性より女性の方が

家事育児にかける時間は大きい傾向があるため5、コロナ禍で女性の家事育児の負担がさらに大きく

なると、今後コロナ禍のような危機的状況が起こった際の負担を鑑み、将来的に持ちたい子の数が減

った可能性が考えられる。また、男性が仕事量が減ると将来的に持ちたい子の数が減る理由として

は、大黒柱とみなされることの多い男性6の経済的な不安が大きくなった可能性が考えられる。ま

 
5 「平成 28年社会生活基本調査」（総務省統計局） 

6 「男性にとっての男女共同参画」に関する意識調査報告書（2012, 内閣府男女共同参画局） によると、男性で、「一家の
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た、在宅勤務をすると持ちたい子が減る理由としては、在宅勤務で家事育児の大変さを見ることが増

えて影響を受けた可能性が考えられるかもしれない。また、2人以上の子がいる男性は、それ以上の

子どもを持つことに対して感じた経済的な不安や家事育児の大変さの程度も大きかったのかもしれな

い。今後、研究蓄積が進み、こうした具体的な理由の可能性についても検証されていくことで、子育

てへの不安について、より効果的な社会的なサポート体制が整えられていくことが重要だろう。 

 

大黒柱は自分である」を肯定した人は約 75％、女性で「一家の大黒柱は夫である」を肯定した人は 8割以上であった。 


